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研究要旨 
日中韓において少子化は進行し、韓国では合計特殊出生率は 1 を切り、日本においても暫
く続いた微増傾向は 2016 年より減少に転じ、さらに中国では一人っ子政策が撤回されて
も出生率は低下し続けている。高齢化は日本では世界最高水準の 29.8%(65 歳以上割合)で
あり、韓国、中国でも著しいスピードで進行している。日本、韓国、台湾ではすでに人口
減少フェーズに入り、中国でも早々に人口減少が見込まれる。このような中、日中韓で少
子高齢化施策の効果を相互に検証し、最適化を図ることの重要性は高い。日中韓の少子高
齢化施策を比べると、医療制度、介護制度、年金制度と、分野が比較的確立している高齢
化施策と比べ、少子化対策は、これまで家族計画による出生抑制策からの転換を経て、近
年新たに実施されつつある施策であり、標準的な施策メニューというものが確立されるべ
きである。また、少子高齢化による労働力不足や人口減少に応じた人口移動施策は、国内
人口移動、国際人口移動いずれについても、今後重要性を増すことになる。今年度はそれ
ぞれの施策分野別にその推移と要素を抽出したが、今後はそれらの要素別に各国の利用者
数、財政支出、効果、アウトカムなどの統計を参照し、制度の改善につなげることが必要
である。 

研究分担者： 
小島克久 国立社会保障・人口問題研究 

所 情報調査分析部長 
竹沢純子 〃 企画部第3室長 
中川雅貴 〃 国際関係部第3室長 
佐々井司 〃 情報調査分析部第3室長 
佐藤格 〃 社会保障基礎理論研究

部第1室長 
盖若琰 〃 社会保障応用分析研究

部第4室長 
菅桂太 〃 人口構造研究部第1室長 
守泉理恵 〃 人口動向研究部第1室長 

 
研究協力者 : 
加藤典子 国立社会保障・人口問題

研究所政策研究調整官 
小西香奈江 〃 企画部長 
是川夕 〃 国際関係部長 
福田節也 〃 企画部第 2 室長 
渡辺久里子 〃 企画部研究員 
于建明  中国民政部政策研究中心

副研究員 
于洋 城西大学教授 
金道勲  韓国国民健康保険公団室

長 
鈴木透 ソウル大学保健大学院客

員教授 
曺成虎 韓国保健社会研究院副研

究委員 
 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関する研究事業）「日中韓における少子高齢化の実態と対応に関する研究」令和３年度 総括研究報告書

6



Ａ．研究目的 
全世界で少子高齢化が進行する中、日中

韓は、その先端を行っているといっても過
言ではない。韓国では合計特殊出生率は 1
を切り、日本においても暫く続いた微増傾
向は 2016 年より減少に転じ、さらに中国
では一人っ子政策が撤回されても出生率は
低下し続けている。日中韓における静止人
口をもたらす出生水準の回復には見通しが
立たない。 
一方死亡動向を見ると、いずれの国にお

いても寿命は上昇しており、世界最高水準
に至っているが、その傾向が今後も継続す
るのか、さらに健康寿命も延びているのか
どうかは、医療・介護保険制度の効率を上
げ、持続可能性をいかに保持するかにかか
っている。 
少子高齢化の帰結として、人口構造の高

齢化、つまり高齢者の割合増加が起こって
いるが、日中韓の人口高齢化はこれまで欧
米諸国が経験したことがないような速度で
進展している。 
しかしながら、日中韓の少子高齢化の進

行状況は必ずしも同様ではなく、政策対応
にも濃淡がある。本研究は、出生率・死亡
率をはじめとした人口指標を用い、それら
の変動をもたらす要因とそれに対する政策
的対応について、少子化対策、家族政策、
パートナーシップ形成、子育て・介護環境、
医療・介護・年金制度、人口移動施策を軸
に、日中韓における状況を分析し、その効
果を比較することを目的としている。 
国立社会保障・人口問題研究所では、平

成 14 年度よりアジアにおける少子高齢化
に関する厚労科研研究プロジェクトを継続
的に行っている（NIES 諸国における少子化
対策（H14～H16）、東アジアの働き方と低
出生力（H16～H20）、東アジアの家族人口

学的変動と家族政策（H21～H23）、東アジ
アの人口高齢化対策（H24～H26）、東アジ
アの新たな介護制度創設過程（H24～H26）、
東アジア・ASEAN諸国の人口高齢化と人口
移動（H27～H29）、東アジア・ASEAN 諸
国の人口統計システム（H30～R1））。また、
中国、韓国における政府系研究機関と研究
協力に関わる覚書を締結し、その他関連研
究組織も含めて定期的に研究協力を実施し
ている。本研究プロジェクトではさらに政
策面に射程を広げ、これまでに培った研究
成果を礎とし、すでに構築されている国際
ネットワークをさらに拡充しながら研究を
進める。 
 
Ｂ．研究方法 
以下の 1～9 分野について、資料収集、分

析を進めた。 
1. 少子化対策: 最新の韓国「第 4 次低出
産・高齢社会基本計画」について、内容
を精査するとともに、日韓政策比較研究
も進めた。中韓の専門家とワークショッ
プを行い、各国の少子化の現状と政策の
動向について情報収集と意見交換を行っ
た。シンガポールについての出生政策の
変遷をとりまとめた。 

2. 家族政策、出産・育児政策:年次国際会
合(INLPR、OECD)に参加し日中韓及び
先進諸国の情報収集を行うとともに、二
次利用データの整理を行った。 

3. 離家・パートナーシップ形成:韓国の結
婚動向および中華圏大都市（シンガポー
ル）における人口関連政策が離家とパー
トナーシップ形成、家族形成に及ぼす影
響の実態を既存資料に基づき分析した。 

4. 子育て・介護環境:日本の社会生活基本
調査を利用して子育て時間と就業、介護
時間と就業の関係を解析し、子育て、介
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護の時間とそれに相当する生産力の金銭
的価値の推定に関わる解析を行い、その
結果を日本公衆衛生学会で発表した。 

5. 医療制度: 国際会議（INLPR、HTAi）
にて日中韓の診療報酬制度、医療技術評
価等に関する医療制度比較に関し各国研
究者と意見交換をし、パネルディスカッ
ションを行った。あわせて台湾の新型コ
ロナ感染症対策の分析を行った。 

6. 介護制度: 中韓の研究協力者から収集
した最新の情報をもとに、各国・地域の
制度資料、統計を活用した細分類を進め、
それぞれの国・地域の特徴をまとめた。
また、他地域への知見の「見える化」に
盛り込む制度要素の検討を行った。 

7. 年金制度:各国の年金制度の特徴を反映
した、公的年金の給付と負担および年金
財政収支に関するモデルを構築し、予備
的分析を行った。 

8. 外国人受け入れ施策: 東アジアにおい
て外国人労働者の受け入れ政策がいち早
く整備されてきた台湾に注目し、直近の
動向を分析した。さらに、韓国における
国際人口移動の動向および外国人受け入
れ政策について、東南アジア各国を中心
とする地域内の送り出し国との関係につ
いて引き続き情報収集を行った。 

9. 総合把握: プロジェクトメンバーおよ
び各国の研究協力者との研究会を通じて、
少子高齢化関連施策の推移と要素を抽出
し比較分析のための枠組みを作成した。 

 
令和 3 年度も、新型コロナウイルス感染

症により、予定していた海外出張はすべて
中止となった。そのため、通常の研究会に
付け加え、以下に示す日中韓の少子高齢化
専門家によるオンライン講演会・ワークシ
ョップを行い、情報収集、意見交換を行っ

た。 
 

・ 2021 年 8 月 24 日、曺成虎（チョ・スン
ホ）韓国保健社会研究院（KIHASA）副
研究委員「韓国における人口の現状と政
策の流れ」 

・2021 年 10 月 28 日、金道勲（キム・ドフ
ン） 韓国国民健康保険公団室長「韓国の
医療・介護制度」 

・2021 年 12 月 2 日、于洋 城西大学現代
政策学部教授「中国の公的年金制度改革」 

・2022 年 3 月 2 日、中国人口与発展研究中
心との日中韓少子化対策研究合同ワー
クショップ 
<プログラム> 
・賀丹（中国人口与発展研究中心所
長）「中国の出生率低下とその対応
政策」 

・守泉理恵（国立社会保障・人口問題
研究所室長）「日本の少子化の進展
と最新の少子化対策について」 

・曺成虎（韓国保健社会研究院
KIHASA 副研究委員）「韓国におけ
る少子化対策の詳細：効果・ガバナ
ンス・児童手当」 

・全体討議 
 

 なお本研究では対象地域として、「日中
韓」という枠組に台湾、シンガポールも含
めている。台湾は政治体制が異なること、
また日韓同様急速な少子高齢化が中国本土
よりも先行していることから個別に取り上
げている。シンガポールは中国系人口割合
が高く、日中韓の文化背景と近いが、英国
植民地であったという異なった歴史経緯に
より少子高齢化への対応が異なっており、
アジア他地域への施策展開を検討するうえ
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で、有益な知見を提供すると考えられるた
めである。 
 
Ｃ．研究成果 
1. 少子化対策:日韓両国の少子化対策を比
較すると、計画策定システムや政策パッケ
ージ全体の構成が異なり、施策面では日本
でそれほど中心的には取り上げられてい
ないリプロダクティブヘルス・ライツ（性
教育含む）、教育政策、住宅政策、児童の権
利の視点が、韓国の基本計画では大きく取
り上げられている。また、少子化は各国の
伝統的な家族パターンや家族観・結婚観と、
それに根ざした社会構造がポスト近代の
社会経済変動と衝突して生じた構造的な
面があるため、両国とも、各現象に対処し
た個別の施策だけでなく、どのように現代
の社会経済構造を結婚・出産・子育てとい
った家庭領域と親和的なものに変えてい
くかという困難な課題を抱えている（本報
告書守泉論文参照）。 
 韓国の合計特殊出生率は 1970 年で 4.5 
であったが、人口抑制政策も講じられ急速
に減少し、1983 年には置き換え水準を達
成した。1994 年カイロ国際人口開発会議
に出席した参加した当時の保健福祉部長
官（大臣）は帰国してから、人口政策の転
換に関する会議体を構成し、1996 年に人
口増加抑制政策から資質向上政策に転換
した。その後 1997 年の経済危機を経て、
2005 年に低出産・高齢社会基本法が制定
され、韓国の本格的な少子高齢化対策がは
じまった（本報告書曺論文参照）。 
 中国の少子化対策は、2021 年 3 月に採
択された第 14 次 5 カ年計画において、政
府文書として初めて「適度生育水平」、つま
り適度な出生率、という言葉が用いられて
以降、少子化に対する施策が矢継ぎ早に打

ち出されている。「出産政策の最適化によ
る人口の均衡且つ長期的な発展の促進に
関する決定」、「人口と計画生育法」の改正
を通じて、少子化に対応し、結婚および生
育・養育・教育の「三育」コストの低減を
図る、とされている。その他多くの施策が
打ち出されているが、それらの具体的な財
政支出額や受給者数などはまだ明らかに
なっていない。 
 シンガポールでは、1987 年に人口抑制
政策から出生促進政策に転換し、2000 年
以降には「結婚と子どもを産み育てる親の
パッケージ」が実施されているが（本報告
書菅論文参照）、合計特殊出生率は 2021 年
で 1.12 と低水準が継続している。 
2. 出産政策: 分娩入院費用負担と給付形
式について、日韓はともに社会保険方式
による健康保険制度を有するが、正常分
娩は日本が自由診療・現金給付、韓国が
保険診療・現物給付と異なっているのは、
日本では産婆・助産師による自宅での分
娩介助提供が戦前から進み健康保険の分
娩費の参照価格となっていたが、韓国で
は助産師による介助分娩の習慣がない状
況から 1980 年代に健康保険の皆保険化
と施設分娩の普及が一気に進んだことに
よる（本報告書竹沢分担報告書参照）。  

3. 離家・パートナーシップ形成: 現在、45
～49 歳の未婚者割合は日本>韓国>中国
の順であるが、韓国、中国はこの割合が
急速に上昇している。韓国では、2020 年
時点では 40 歳未満の未婚割合は日本よ
りも高くなっており、異性との交際が不
活発になり、結婚の意欲も急激に低下し
ている（本報告書曺論文参照）。 

4. 子育て・介護環境: 日本の社会生活基本
調査を用いて介護・看護時間を分析する
と、男性と比べて女性の介護・看護時間
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が長い傾向にあり、特に 40～59 歳の女
性はほかの性別・年齢別グループと比べ
て介護・看護時間が有意に長かった。ま
た介護をしている者の平均介護・看護時
間は 137.7 分であり、介護休業中の者が
その平均介護・看護時間がもっとも長か
った（本報告書盖分担報告書 A 参照）。 

5. 医療制度: 日中韓ではいずれも社会保
険方式をとり、加入対象はすべての国民
で、給付種類は現物給付と現金給付、財
源は保険料と公費負担、支払い方式は出
来高払いと DPC 等の包括払い制度の混
在と、類似点も多いが、医療保険組合の
構造は異なり、自己負担や混合医療の可
否・範囲、医療技術評価の適用について
は一様ではない（本報告書盖分担報告書
B 参照）。 
 韓国においては、医療のコミュニティ
ケア（地域包括ケアシステム）が制度と
して発展しつつある。韓国の医療保険は
国民健康保険公団という単一保険者に集
中しているが、適用範囲が狭く、民間イ
ンフラの依存度が非常に高く、混合医療
も可能であるなか、保険外の医療供給の
統制が不十分である（本報告書金論文参
照）。 
 台湾の新型コロナウイルス感染症感染
者数・死亡者数は 2022 年 2 月時点では
低い水準にとどまっている。台湾の新型
コロナウイルス感染症対策は、迅速さの
一方で、計画に基づく運用、計画の柔軟
な運用、さらにワクチン接種にオンライ
ンを活用するなど IT の有効活用を図っ
ている（本報告書小島論文 B 参照）。 

6. 介護制度: 日本、韓国、中国、台湾の介
護制度を①制度の建て方、②制度対象者、
③財政方式、④要介護認定、⑤介護サー
ビス利用、⑥介護サービス事業者、⑦介

護サービス従事者、⑧介護サービス、⑨
介護手当、⑩インフォーマルケア支援、
⑪介護サービス関連事項、⑫公的管理そ
の他、⑬介護政策全般、⑭人口・社会経
済の状況、という要素に分け、選択肢を
みると、東アジアの介護制度には多様性
があることがわかる。例えば制度運営者
は日本や中国、台湾は地方自治体、韓国
は医療保険者であり、中央政府（当局）
との関係を見ると、日本や台湾は、中央
政府（当局）が制度を決め、地方自治体
が制度を運営者となるが、中国の場合、
介護保険試行事業では、中央政府は大ま
かなことしか決めておらず、地方政府が
詳細を決める。介護サービスの種類や自
己負担の仕組み、外国人介護者受け入れ
なども違いが大きい（本報告書小島論文
A 参照）。 
 韓国の介護制度は 2005 年の少子化・
高齢社会基本法を基礎に、2007 年制定さ
れた老人長期療養保険法により 2008 年
に導入されている。介護保険制度に対す
る利用者の満足度は 90%と高く、全国で
多くの雇用を創出し、地域経済を活性化
する効果が認められる。今後増大する高
齢者数に対応し持続可能性を維持するた
めに分散した介護サ―ビスのインフラを
統合連携するなど、効率化を図ること、
また AI や ICT の活用が模索されている
（本報告書金論文参照）。 
 中国では 2012 年より青島市で長期医
療介護保険制度が始まり、これは中国介
護保険制度の発端であるが、2020 年には
14 地域が追加された。これら 15 都市に
おける介護保険制度はあくまでも試行事
業であり、給付水準は必要な費用の 1/3
程度である。今後全国に広げるのであれ
ば、ある程度系統的なトップレベルデザ
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インが必要とされる（本報告書于論文参
照）。 

7. 年金制度: 2020 年時点では、韓国は年金
保険料収入が年金給付額の約 2 倍の水準
にあるが、中国でははじめて年金保険料
収入が年金給付額を下回った。ただし積
立金の残高は 58,075 億元ある。国連人口
推計を用い、中国年金基金の収入額と支
出額を機械的に計算すると 2020 年代半
ばに基金の残高が枯渇するという結果に
なった。（本報告書佐藤分担報告書参照） 

8. 外国人受け入れ施策: 台湾においては
高齢化の進展に伴う死亡数の増加が続く
中で、かろうじて人口増加を維持してい
たが、2020 年には自然減と新型コロナウ
イルス感染症の拡大による海外からの入
国制限措置によって、人口増加を下支え
していた国際人口移動が大幅な転出超過
に転じ、初の人口減少を記録した。今後
新型コロナウイルス感染症対策による外
国人受け入れ規制が解除されれば改善す
る可能性もあるが、国際結婚の減少や外
国人女性による出生の減少を考慮した中
長期的な人口動態への影響についても注
視する必要がある（本報告書中川分担報
告書参照）。 

9. 総合把握: 少子高齢化施策を人口統計
制度、少子化対策、高齢化対策に大別し、
日本、中国、韓国、台湾、シンガポール
における推移と構成要素を整理した。 
 人口統計制度は、いずれの国・地域も
センサスによる人口把握は行われており、
日中韓台では戸籍制度という共通の基盤
があるが、韓国では戸籍制度をすでに廃
止し、住民登録制度との連携方式も異な
っている。全数登録による人口動態統計
は中国では公表されていない。 
 少子化対策は、韓国、中国、台湾、シ

ンガポールとも、家族計画による出生抑
制から、出生率上昇を目指した施策に転
換している。各国の少子化対策には、雇
用環境、保育サービス、児童手当も含め
た子育てコストの削減、妊産婦サービス、
結婚促進のための住宅施策など、多くの
要素があり、日本における施策項目は他
国よりも多いが韓国では、リプロダクテ
ィブヘルス・ライツ（性教育含む）、教育
政策、住宅政策、児童の権利の視点が大
きく取り上げられているなど違いがある。 
 高齢化対策の推移と要素をみると、身
寄りのない、貧困の高齢者を対象とした
高齢者福祉施策から、高齢者割合上昇に
応じて増大する医療・介護ニーズに普遍
的に対応する医療・介護制度へ拡充する
流れが日中韓ともに認められる。 
 国内人口移動に関する施策、特に都市
への人口の流れを抑制することはいずれ
の国においても難しいものの、中国では
強い政策がとられた。国際人口移動に関
する施策は、移民送り出しから外国人受
け入れへの転換はいずれの国にもあり、
近年受入れ施策が拡充されている（本報
告書林ほか論文参照）。 
 

Ｄ．考察 
日本、韓国に付け加え、中国も 2016 年の

二人っ子政策から、2021 年の第 14 次 5 カ
年計画において、「適度生育水平」、つまり
適度な出生率が目標とされ、本格的に少子
化対策が始動することとなった。アジアの
多くの国では家族計画を中心とした出生抑
制政策から出生率増加を目標とする少子化
対策への転換があったが、その転換点はシ
ンガポールでは 1987年、日本では 1994年、
韓国では 1996 年、中国では 2021 年であっ
たといえる。日中韓における少子化は、伝
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統的な家族パターンや家族観・結婚観と、
それに根ざした社会構造の中で進行してお
り、その流れを変えるには、人々の意識・
価値観の変革を促す施策も必要となるだろ
う。 
共通して少子化に直面する日韓両国であ

るが、妊産婦サービスに関する制度はかな
り異なっており、個人が望む妊娠、出産、
産後ケアの多様なニーズを尊重し、選択を
可能とするために、諸外国の事例も参考に、
適切な施策とすることが望まれる。 
少子化をもたらすものは、結婚・パート

ナーシップ形成の低調化である。若者の失
業率の上昇、非正規雇用の増加、という経
済的な要因以外にも、異性との交際が不活
発になり、結婚の意欲も急激に低下してい
る、というセクシュアリティの変化につい
て、文化背景を含めた状況把握が必須であ
る。 
日中韓三か国の公的医療保障制度は人口

高齢化と医療技術の高度化による保健医療
財政の持続可能性の課題に直面している。
韓国では、健康保険の一元化が達成されて
いるものの、民間インフラへの高い依存度、
保険外の医療供給などに対する効果的な施
策の実施が重要である。 
日本、韓国、台湾、中国の介護制度には

多様性があるが、一方で共通点も多い。こ
れは、お互いを見ながら制度を作っている、
ということも影響しているだろう。制度を
相互に比較することで、それぞれの施策は
改善されうる。  
 急激に少子高齢化が進む日中韓において、
年金制度の持続可能性を担保するための改
革に付け加え、各国において日本の財政検
証のような公式試算が公開され、年金財政
の健全性が明らかにされることが望ましい。 
 本研究では少子高齢化と労働力不足に応

じて外国人受け入れ施策が日本・韓国です
でに拡充されていることから、国際人口移
動施策を少子高齢化施策に位置づけた。日
本、韓国、台湾ですでに人口減少フェーズ
に入り、中国でも早々に人口減少が見込ま
れるなか、国内の人口流動をどのように最
適化するかという国内人口移動施策の重要
性も高まっていると考えられる。 
少子高齢化施策を人口政策、つまり出生・

死亡・移動に影響を与える施策として分類
すると、すでに、医療制度、介護制度、年金
制度などが確立している高齢化施策と比べ、
少子化対策や移動施策は未分化であると考
えられる。 
 
Ｅ．結論 
高齢化対策と比べると、少子化対策は分

野別に構造化がなされていない。少子化対
策は、これまで家族計画による出生抑制策
からの転換を経て、近年新たに実施されつ
つある施策であり、標準的な施策メニュー
というものが確立されるべきである。現状
では、直近の政府大綱等基幹政策をみると、
雇用・職場環境、働き方の見直し、ライフ
ワークバランス、働く場におけるジェンダ
ー平等、女性の就業・就業継続支援、労働
時間、職業訓練、女性の再就職支援といっ
た雇用分野、保育サービスの充実をはかる
保育分野、放課後児童対策、地域の子育て
支援、学校教育の充実といった教育分野、
リプロダクティブヘルス、母子保健・小児
医療、妊産婦サービスといった保健分野、
子育てのための生活環境・住宅整備、結婚
促進のための住宅支援といった住宅分野、
児童手当、教育費軽減を含む子育てコスト
の軽減という経済支援分野、結婚・子育て
支援の社会的雰囲気の醸成といった価値
観分野などに大別することができる。これ
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らの分野別に、実際にどの程度財政支出が
行われ、ニーズがどの程度満たされている
のか、どの施策が効果的か、という検証を
行うことが求められる。 
高齢化対策は、医療制度、介護制度、年

金制度別に、施策の要素を確認したが、さ
らにそれらの要素別に各国の利用者数、財
政支出、効果、アウトカムなどの統計を参
照し、制度の改善につなげることが必要で
ある。 
少子高齢化、人口減少に応じた人口移動

施策は、国内人口移動、国際人口移動いず
れについても、今後重要性を増すことにな
る。少子高齢化対策としての人口移動施策
について、その枠組を整理したうえで、そ
の有効性、他国に適用可能な施策要素を整
理することが望まれる。 
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